
令和 9（2027）年度

学習院大学大学院
法学・政治学・経済学・経営学研究科

募集要項
一般入試
■法学研究科 ■経済学研究科
　博士前期課程 　博士前期課程
　博士後期課程 　博士後期課程

■政治学研究科 ■経営学研究科
　博士前期課程 　博士前期課程
　博士後期課程 　博士後期課程

社会人入試
■政治学研究科 ■経営学研究科
　博士前期課程 　博士前期課程

■経済学研究科 
　博士前期課程 

学 習 院 大 学

必ずお読みください

入試情報Webサイトに掲載している「募集要項（研究科共通）」もあわせて確認してください。
本要項の記載内容は変更となる場合があります。最新の情報は本学入試情報ホームページ
に掲載する「入試制度の変更点」にてお知らせしますので、必ず出願前（入学検定料納付前）
及び受験前にご確認ください。
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研究科・専攻・定員

研　究　科 専　　　攻
前　　期　　課　　程 後　　期　　課　　程

入学定員（名） 収容定員（名） 入学定員（名） 収容定員（名）

法 学 研 究 科 法 律 学 専 攻 10 20 3 9

政 治 学 研 究 科 政 治 学 専 攻 10 20 3 9

経 済 学 研 究 科 経 済 学 専 攻 10 20 3 9

経 営 学 研 究 科 経 営 学 専 攻 10 20 3 9

入学者受入れの方針（アドミッションポリシー）

　入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）は、以下のQRコードよりご確認ください。

法学研究科 政治学研究科 経済学研究科 経営学研究科
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令和 9（2027）年度 入学試験日程
博士前期課程　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※学内推薦を除きます。

研究科・試験区分 出願期間
（締切日必着） 試験日 合格発表日 入学手続締切日

（消印有効） 延納分納入締切日

法
学 一　般 令和8（2026）年 7月 7日（火）

～ 7月 9日（木）
筆記・面接

9月16日（水） 9月29日（火） 10月13日（火） 令和9（2027）年
2月26日（金）

政
　
　
　
治
　
　
　
学

一　般
（A日程）

令和8（2026）年 7 月 7日（火）
～ 7月 9日（木）

筆記・面接
9月16日（水） 9月29日（火） 10月13日（火）

令和9（2027）年
2月26日（金）社会人

（A日程）

第 1次選考：書類審査
最終選考：筆記・面接

9月16日（水）

第１次選考：
8月21日（金）
最終選考：
9月29日（火）

10月13日（火）

一　般
（B日程）

令和8（2026）年11月26日（木）
～11月30日（月）

筆記・面接
令和9（2027）年 2 月16日（火） 3月 1日（月） 3月 8日（月）

社会人
（B日程）

第 1次選考：書類審査
最終選考：筆記・面接
令和9（2027）年 2 月16日（火）

第１次選考：
1月22日（金）
最終選考：
3月 1日（月）

3月 8日（月）

経
　
　
　
済
　
　
　
学

一　般
（A日程）

令和8（2026）年 7 月14日（火）
～16日（木）

一般：書類審査・筆記・面接
一般（ERE）：書類審査・面接
社会人：書類審査・筆記・面接

9月 2日（水）
9月10日（木） 10月 2日（金） 令和9（2027）年

2月26日（金）一　般
（A日程ERE）

社会人
（A日程）

一　般
（B日程）

令和8（2026）年11月26日（木）
～11月30日（月）

一般：書類審査・筆記・面接
一般（ERE）：書類審査・面接
社会人：書類審査・筆記・面接
令和9（2027）年 2月16日（火）

2月24日（水） 3月 5日（金）一　般
（B日程ERE）

社会人
（B日程）

経
　
　
　
営
　
　
　
学

一　般
（A日程） 令和8（2026）年 7 月14日（火）

～ 7 月16日（木）

第 1次選考：書類選考
最終選考：筆記・面接

9月 1日（火）

第１次選考：
8月21日（金）
最終選考：
9月 4日（金）

10月 2日（金） 令和9（2027）年
2月25日（木）社会人

（A日程）

一　般
（B日程） 令和8（2026）年11月26日（木）

～11月30日（月）

第 1次選考：書類選考
最終選考：筆記・面接
令和9（2027）年 2月25日（木）

第１次選考：
1月22日（金）
最終選考：
3月 2日（火）

3月 9日（火）
社会人
（B日程）

博士後期課程 　※学内推薦を除きます。

研究科・試験区分 出願期間
（締切日必着） 試験日 合格発表日 入学手続締切日

（消印有効）

法
学

一　般 令和8（2026）年11月18日（水）
～11月24日（火）

筆記・面接
令和9（2027）年 2月16日（火） 3月 1日（月） 3月 8日（月）

政
治
学

一　般 令和8（2026）年11月26日（木）
～11月30日（月）

第 1次選考：筆記
令和9（2027）年 2月16日（火）
最終選考：面接
令和9（2027）年 2月24日（水）

第１次選考：
2月19日（金）
最終選考：
3月 1日（月）

3月 8日（月）

経
済
学

一　般 令和8（2026）年11月26日（木）
～11月30日（月）

書類審査・筆記・面接
令和9（2027）年 2月16日（火） 2月24日（水） 3月 5日（金）

経
営
学

一　般 令和8（2026）年11月26日（木）
～11月30日（月）

筆記・面接
令和9（2027）年 2月25日（木） 3月 2日（火） 3月 9日（火）



一般入学試験
【博士前期課程】
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法学研究科［一般入試］

1 募 集 人 員
法学研究科　法律学専攻　　　　10 名

2 試 験 日 程

出願資格照会期間
令和8（2026）年 6月23日（火）

～ 6月25日（木）

入学検定料振込期間
6 月30日（火）

～ 7月 9日（木）

出 願 期 間
7 月 7 日（火）

～ 7月 9日（木）

試 験 日 9 月16日（水）

合 格 発 表 日 9 月29日（火）

入 学 手 続 締 切 日 10月13日（火）

延納分納入締切日 令和9（2027）年 2月26日（金）

3 出 願 資 格
1．学校教育法第 83 条に定める大学を卒業した者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに卒業見込みの者

2．学校教育法施行規則第 155 条第 1項の規定により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められ

る者で、次の（1）から（9）までのいずれかに該当する者

　（1）独立行政法人大学改革支援・学位授与機構により学士の学位を授与された者又は令和 9（2027）年 3

月 31 日までに授与される見込みの者

　（2）外国において、学校教育における16年の課程を修了した者又は令和 9（2027）年 3月31日までに修了見

込みの者

　（3）外国の学校が行う通信教育における授業科目を日本国内において履修することにより当該外国の学校

教育における 16 年の課程を修了した者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに修了見込みの者

　（4）日本国内において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 16 年の課程を修了

したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育

施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者又は令和 9（2027）年 3月

31 日までに修了見込みの者

　（5）外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該外国の政府又は

関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるものとして文部科学大臣が別に

指定するものに限る。）において、修業年限が 3年以上である課程を修了すること（当該外国の学校が

行う通信教育における授業科目を日本国内において履修することにより当該課程を修了すること及び

当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって（4）の指定を受けたものにおいて

課程を修了することを含む。）により、学士の学位に相当する学位を授与された者又は令和 9（2027）

年 3月 31 日までに授与される見込みの者

　（6）専修学校の専門課程（修業年限が 4年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たすも

のに限る。）又は専攻科（特定専門課程との通算で修業年限が 4年以上であることその他の文部科学大

臣が定める基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日

博士前期課程

※「募集要項（研究科共通）」を必ずご確認ください。
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以後に修了した者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに修了見込みの者

　（7）文部科学大臣の指定した者（昭和 28 年文部省告示第 5号）

　（8）学校教育法第 102 条第 2項の規定により大学院に入学した者であって、本研究科において、大学院に

おける教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの

　（9）本研究科において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた

者で、入学時に 22 歳に達するもの

※最終学歴が中国の大学の専科（3年制）の場合には、出願資格がありません。ただし、専科を卒業後に本科

を卒業して 16 年の学校教育を修了した場合は、出願を認めます。

　上記出願資格 2（3）、（5）、（8）又は（9）の資格で出願しようとする者については、あらかじ
め出願資格の認定審査を行いますので、出願資格照会期間内に本学アドミッションセンターに入
学志願票と研究計画書のコピーを提出してください。

4 合否判定の方法及び基準
1．入学者の選考は、提出書類、筆記試験と面接試験により総合的に合否判定を行います。

2．試験の成績によっては、募集人員に達しない場合でも入学を許可しないことがあります。

5 出 願 手 続

【重要・要確認】

遅くとも出願資格照会期間（上記2試験日程参照）終了までに、法学研究科（E-mail: law-gs@

gakushuin.ac.jp）に連絡を取り、希望する指導教員を伝え、研究・指導体制の確認を行ってく

ださい。

（教員の退職・異動・長期研修等の理由により、指導できない場合があります。）

　志願者は、次の（1）から（9）の書類を一括して、出願期間内に本学アドミッションセンターに提出してください。

窓口提出の場合は、出願期間の窓口受付時間内に本学アドミッションセンター窓口までお持ちください。郵送の

場合は、封筒に「法学研究科出願書類」と朱書し、本学アドミッションセンター（〒171-8588　東京都豊島区

目白 1− 5− 1）宛に簡易書留（かつ速達扱い）で送付してください（締切日必着）。

　一度提出した書類は原則として返還しません。

　ただし、本学の卒業者及び卒業見込者は、（3）、（4）の書類を必要としません。

（1）入学志願票（本学所定の用紙）

入学志願票に記入する指導教員については、「大学院案内」を参照してください。

（2）写真票（本学所定の用紙）

（3）成績証明書（学部）※

（4）卒業証明書又は卒業見込証明書（学部）※

（5）研究計画書（A4用紙に 1000 字程度、ワープロ使用可）

（6）外国籍の者は、①在留カード（表面のみ）又は②パスポートのいずれかのコピー

（7）入学検定料振込金受取書（提出用）

（8）写真 1枚（縦 4cm ×横 3cm、3か月以内に撮影したもので、アプリ等で画像（顔等）を加工しておらず、

受験時に本人と確認できるもの。裏面に氏名を明記し、写真票に貼付してください）

（9）外国送金依頼書本人控のコピー（日本国外の銀行から外国送金した場合）
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※証明書が和文又は英文以外の場合は、和訳又は英訳し、翻訳された内容が原本と相違ないことの証明を

大使館等で受けて提出してください（原本も必ず提出してください）。

　提出書類記載の氏名が婚姻等により現在の氏名と異なる場合は、同一人物であることを証明する公的書

類（戸籍抄本等）を添付してください。

6 学力検査等の内容 

筆

記

試

験

専攻 /選択科目
試験

9：00 ～ 10：40

イ）憲法、国際法、行政法、民法、商法、刑法、刑事訴訟法、民事訴訟法、租税法、
労働法、知的財産法、経済法、国際私法、法哲学、英米法、ドイツ法、フランス
法のうちから、本研究科において専攻を志望する科目（専攻科目）と、そのほか
に 1科目、計 2科目を選択して受験してください（ドイツ法、フランス法は専攻
科目としては選択できません）。

ロ）六法の使用を認める試験科目については、本学備え付けの六法を貸与します。

語学試験
10：50 ～ 12：30

イ）英語、ドイツ語、フランス語のうち、あらかじめ届け出た 1か国語を受験し
てください。
※外国人受験者については、日本語で受験できる場合があります（希望する場合
はアドミッションセンターに出願前にお問い合わせください）。

ロ）辞書は、外国語の辞典を各自が持参してください。（電子辞書の使用は不可。
紙媒体の辞書のみ使用可能）

面接試験
13：30 ～

面接を行います。
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政治学研究科［一般入試（A 日程・B 日程）］

1 募 集 人 員
政治学研究科　政治学専攻　　一般入試（A日程）約 10 名

　　　　　　　　　　　　　　　一般入試（B日程）若干名

2 試 験 日 程
入 試 区 分 一般入試（A日程） 一般入試（B日程）

出願資格照会期間 令和8（2026）年 6月30日（火）
～ 7月 2日（木）

令和8（2026）年11月16日（月）
～11月20日（金）

入学検定料振込期間 6 月30日（火）
～ 7月 9日（木）

11月19日（木）
～11月30日（月）

出 願 期 間 7 月 7 日（火）
～ 7月 9日（木）

11月26日（木）
～11月30日（月）

試 験 日 9 月16日（水） 令和9（2027）年 2月16日（火）
合 格 発 表 日 9 月29日（火） 3月 1日（月）
入 学 手 続 締 切 日 10月13日（火） 3月 8日（月）
延納分納入締切日 令和9（2027）年 2月26日（金） −

3 出 願 資 格
1．学校教育法第 83 条に定める大学を卒業した者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに卒業見込みの者

2．学校教育法施行規則第 155 条第 1項の規定により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められ

る者で、次の（1）から（9）までのいずれかに該当する者

（1）独立行政法人大学改革支援・学位授与機構により学士の学位を授与された者又は令和 9（2027）年 3

月 31 日までに授与される見込みの者

（2）外国において、学校教育における 16 年の課程を修了した者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに修

了見込みの者

（3）外国の学校が行う通信教育における授業科目を日本国内において履修することにより当該外国の学校

教育における 16 年の課程を修了した者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに修了見込みの者

（4）日本国内において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 16 年の課程を修

了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた

教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者又は令和 9（2027）年

3月 31 日までに修了見込みの者

（5）外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該外国の政府又は

関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるものとして文部科学大臣が別に

指定するものに限る。）において、修業年限が 3年以上である課程を修了すること（当該外国の学校

が行う通信教育における授業科目を日本国内において履修することにより当該課程を修了すること及

び当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって（4）の指定を受けたものにお

いて課程を修了することを含む。）により、学士の学位に相当する学位を授与された者又は令和9（2027）

年 3月 31 日までに授与される見込みの者

（6）専修学校の専門課程（修業年限が 4年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たすも

のに限る。）又は専攻科（特定専門課程との通算で修業年限が 4年以上であることその他の文部科学

大臣が定める基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定め

博士前期課程

※「募集要項（研究科共通）」を必ずご確認ください。
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る日以後に修了した者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに修了見込みの者

（7）文部科学大臣の指定した者（昭和 28 年文部省告示第 5号）　

（8）学校教育法第 102 条第 2項の規定により大学院に入学した者であって、本研究科において、大学院に

おける教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの

（9）本研究科において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた

者で、入学時に 22 歳に達するもの

※最終学歴が中国の大学の専科（3年制）の場合には、出願資格がありません。ただし、専科を卒業後に本科

を卒業して 16 年の学校教育を修了した場合は、出願を認めます。

上記出願資格 2（3）、（5）、（8）又は（9）の資格で出願しようとする者については、あらかじめ
出願資格の認定審査を行いますので、出願資格照会期間内に本学アドミッションセンターに下記
の書類を提出してください。
①入学志願票のコピー又は履歴書（市販の用紙で可）
②最終卒業校の成績証明書
③志望理由書（2,000 字以内）
④その他学力を証明する書類（任意）

4 合否判定の方法及び基準
1．入学者の選考は、提出書類、筆記試験と面接試験により総合的に合否判定を行います。

2．試験の成績によっては、募集人員に達しない場合でも入学を許可しないことがあります。

5 出 願 手 続

【重要・要確認】

出願期間前に、法学部共同研究室（E-mail : law-off@gakushuin.ac.jp）を通して希望する指導教

員に連絡を取り、研究・指導体制を確認するようにしてください。

（教員の退職・異動・長期研修等の理由により、指導できない場合があります。）

　志願者は、次の（1）から（11）の書類を一括して、出願期間内に本学アドミッションセンターに提出してください。

窓口提出の場合は、出願期間の窓口受付時間内に本学アドミッションセンター窓口までお持ちください。郵送

の場合は、封筒に「政治学研究科出願書類」と朱書し、本学アドミッションセンター（〒171-8588　東京都豊

島区目白 1− 5− 1）宛に簡易書留（かつ速達扱い）で送付してください（締切日必着）。海外から郵送する場

合は、EMS等の国際郵便を利用し、出願期間最終日までに必着となるよう余裕をもって郵送してください。

　一度提出した書類は原則として返還しません。

　ただし、本学の卒業者及び卒業見込者は、（4）、（5）の書類を必要としません。英語を母国語とする国の志

願者は（6）の書類について事前に本学アドミッションセンターへお問合せください。

（1）入学志願票（本学所定の用紙）

入学志願票に記入する希望コースについては、「大学院案内」を参照してください。

（2）写真票（本学所定の用紙）

（3）研究計画書（日本語で2,000字程度・A4用紙を使用して書いてください。書式自由）

（4）成績証明書（学部）※

（5）卒業証明書又は卒業見込証明書（学部）※
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（6）英語の能力を示す書類（原本）。有効期限は資格取得日が出願日よりさかのぼって 2年。

　　※対象となる検定試験は、TOEFL®iBT、IELTS、TOEIC®のみです。検定試験ごとに必要となる

成績証明書等は、「募集要項（研究科共通）」の 5～ 6頁にてご確認ください。

（7）外国籍の者は、①在留カード（表面のみ）又は②パスポートのいずれかのコピー

（8）外国において、学校教育における 16 年の課程を修了した者は、学位証明書　※

（9）入学検定料振込金受取書（提出用）

（10）写真 1枚（縦 4cm ×横 3cm、3か月以内に撮影したもので、アプリ等で画像（顔等）を加工しておらず、

受験時に本人と確認できるもの。裏面に氏名を明記し、写真票に貼付してください）

（11）外国送金依頼書本人控のコピー（日本国外の銀行から外国送金した場合）

※証明書が和文又は英文以外の場合は、和訳又は英訳し、翻訳された内容が原本と相違ないことの証明を

大使館等で受けて提出してください（原本も必ず提出してください）。

　提出書類記載の氏名が婚姻等により現在の氏名と異なる場合は、同一人物であることを証明する公的書

類（戸籍抄本等）を添付してください。

6 学力検査等の内容

筆

記

試

験

総合問題
9：30 ～ 11：30

「英語」と「総合問題」の 2題が出題されます。いずれも解答してください。

専門科目
12：30 ～ 14：00

志望する研究コースにより異なります。
日本政治・政策研究コース：「政治学」又は「行政学」（出願時にいずれか1つを選択）
国際関係・地域研究コース：「国際関係論」（出願時に「国際関係論」のみを選択）
社会・公共領域研究コース：「社会学」「社会心理学」「政治思想史」又は「公共哲学」
　　　　　　　　　　　　（出願時にいずれか 1つを選択）

面接試験
14：30 ～

20 分程度の面接試験を行います。
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経済学研究科［一般入試（A 日程・B 日程）］

1 募 集 人 員
経済学研究科　経済学専攻　　一般入試（A日程）約 10 名

　　　　　　　　　　　　　　一般入試（B日程）若干名

2 試 験 日 程

入 試 区 分
一般入試（A日程）

※一般入試（A日程ERE方式）
との併願不可

一般入試（B日程）
※一般入試（B日程ERE方式）

との併願不可

出願資格照会期間 令和8（2026）年 7月 7日（火）
～ 7月 9日（木）

令和8（2026）年11月17日（火）
～11月20日（金）

入学検定料振込期間 7 月 7 日（火）
～ 7月16日（木）

11月19日（木）
～11月30日（月）

出 願 期 間 7 月14日（火）
～ 7月16日（木）

11月26日（木）
～11月30日（月）

試 験 日 9 月 2 日（水） 令和9（2027）年 2月16日（火）
合 格 発 表 日 9 月10日（木） 2月24日（水）
入 学 手 続 締 切 日 10月 2 日（金） 3月 5日（金）
延納分納入締切日 令和9（2027）年 2月26日（金） −

3 出 願 資 格
1．学校教育法第 83 条に定める大学を卒業した者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに卒業見込みの者

2．学校教育法施行規則第 155 条第 1項の規定により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められ

る者で、次の（1）から（9）までのいずれかに該当する者

　（1）独立行政法人大学改革支援・学位授与機構により学士の学位を授与された者又は令和 9（2027）年 3

月 31 日までに授与される見込みの者

　（2）外国において、学校教育における 16 年の課程を修了した者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに修

了見込みの者

　（3）外国の学校が行う通信教育における授業科目を日本国内において履修することにより当該外国の学校

教育における 16 年の課程を修了した者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに修了見込みの者

　（4）日本国内において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 16 年の課程を修

了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた

教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者又は令和 9（2027）年

3月 31 日までに修了見込みの者

　（5）外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該外国の政府又は

関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるものとして文部科学大臣が別に

指定するものに限る。）において、修業年限が 3年以上である課程を修了すること（当該外国の学校

が行う通信教育における授業科目を日本国内において履修することにより当該課程を修了すること及

び当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって（4）の指定を受けたものにお

いて課程を修了することを含む。）により、学士の学位に相当する学位を授与された者又は令和9（2027）

年 3月 31 日までに授与される見込みの者

　（6）専修学校の専門課程（修業年限が 4年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たすも

のに限る。）又は専攻科（特定専門課程との通算で修業年限が 4年以上であることその他の文部科学

博士前期課程

※「募集要項（研究科共通）」を必ずご確認ください。
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大臣が定める基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定め

る日以後に修了した者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに修了見込みの者

　（7）文部科学大臣の指定した者（昭和 28 年文部省告示第 5号）

　（8）学校教育法第 102 条第 2項の規定により大学院に入学した者であって、本研究科において、大学院に

おける教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの

　（9）本研究科において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた

者で、入学時に 22 歳に達するもの

※最終学歴が中国の大学の専科（3年制）の場合には、出願資格がありません。ただし、専科を卒業後に本科

を卒業して 16 年の学校教育を修了した場合は、出願を認めます。

　上記出願資格 2（3）、（5）、（8）又は（9）で出願しようとする者については、あらかじめ出願

資格の認定審査を行いますので、出願資格照会期間内に本学アドミッションセンターに入学志願

票と研究計画書のコピーを提出してください。

4 合否判定の方法及び基準
1．入学者の選考は、学力試験である筆記試験、面接試験、出身校の学業成績及び提出書類により総合的に合

否判定を行います。

2．試験の成積によっては、募集人員に達しない場合でも入学を許可しないことがあります。

5 出 願 手 続

【重要・要確認】

出願期間前に、希望する指導教員に連絡を取り、研究・指導体制の確認を終えるようにしてくだ

さい。

（教員の退職・異動・長期研修等の理由により、指導できない場合があります。）

　志願者は、次の（1）から（10）の書類を一括して、出願期間内に本学アドミッションセンターに提出してく

ださい。窓口提出の場合は、出願期間の窓口受付時間内に本学アドミッションセンター窓口までお持ちください。

郵送の場合は、封筒に「経済学研究科出願書類」と朱書し、本学アドミッションセンター（〒 171-8588　東

京都豊島区目白 1− 5− 1）宛に簡易書留（かつ速達扱い）で送付してください（締切日必着）。海外から郵

送する場合は、EMS等の国際郵便を利用し、出願期間最終日までに必着となるよう余裕をもって郵送してく

ださい。

　一度提出した書類は原則として返還しません。

　ただし、本学の卒業者及び卒業見込者は、（3）、（4）の書類を必要としません。

　（1）入学志願票（本学所定の用紙）（本学の卒業者は演習名を志願票に記入してください）

　　◦入学志願票に記入する指導教員については、「大学院案内」を参照してください。

　　◦「研究者養成コース」と「専修コース」の希望を記入してください。第 2志望がある場合はそれも記入

してください。「研究者養成コース」と「専修コース」については、併せて掲載している資料を参照し

てください。

　（2）写真票（本学所定の用紙）

　（3）成績証明書（学部）※

　（4）卒業証明書又は卒業見込証明書（学部）※
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　（5）研究計画書（A4用紙にワープロで 1,000 字以内）

　（6）外国籍の者は、①在留カード（表面のみ）又は②パスポートのいずれかのコピー

　（7）外国において、学校教育における 16 年の課程を修了した者は、学位証明書……※

　（8）入学検定料振込金受取書（提出用）

　（9）写真 1枚（縦 4cm ×横 3cm、3か月以内に撮影したもので、アプリ等で画像（顔等）を加工しておらず、

受験時に本人と確認できるもの。裏面に氏名を明記し、写真票に貼付してください）

　（10）外国送金依頼書本人控のコピー（日本国外の銀行から外国送金した場合）

　※証明書が和文又は英文以外の場合は、和訳又は英訳し、翻訳された内容が原本と相違ないことの証明を

大使館等で受けて提出してください（原本も必ず提出してください）。

　　提出書類記載の氏名が婚姻等により現在の氏名と異なる場合は、同一人物であることを証明する公的書

類（戸籍抄本等）を添付してください。

6 学力検査等の内容

筆

記

試

験

専門科目

9：10 ～ 11：40

出願時に「財政」、「金融」、「経済史」、「統計学・計量経済学」の 4分野のうち 1

分野を選択してください。選択した 1分野から 2題、加えて「ミクロ経済学」、「マ

クロ経済学」の 2分野から各 2題、計 6題を出題します。この 6題より 3題を試

験場において選択し、解答してください。同一分野から 2題を選択することも可

能です。

外国語

12：40 ～ 13：40
英語（辞書を貸与）

面接試験

14：30 ～
受験科目及び研究計画に関する口述試験とします。
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経済学研究科［一般入試（A 日程 ERE 方式・B 日程 ERE 方式）］

1 募 集 人 員
経済学研究科　経済学専攻　　一般入試（A日程ERE方式）若干名

　　　　　　　　　　　　　　一般入試（B日程ERE方式）若干名

2 試 験 日 程

入 試 区 分
一般入試（A日程 ERE方式）
※一般入試（A日程）
との併願不可

一般入試（B日程 ERE方式）
※一般入試（B日程）
との併願不可

出願資格照会期間 令和8（2026）年 7月 7日（火）
～ 7月 9日（木）

令和8（2026）年11月17日（火）
～11月20日（金）

入学検定料振込期間 7 月 7 日（火）
～ 7月16日（木）

11月19日（木）
～11月30日（月）

出 願 期 間 7 月14日（火）
～ 7月16日（木）

11月26日（木）
～11月30日（月）

試 験 日 9 月 2 日（水） 令和9（2027）年 2月16日（火）
合 格 発 表 日 9 月10日（木） 2月24日（水）
入 学 手 続 締 切 日 10月 2 日（金） 3月 5日（金）
延納分納入締切日 令和9（2027）年 2月26日（金） −

3 出 願 資 格
　ERE（経済学検定試験）「ERE ミクロ・マクロ」の成績がＢ＋以上であり、かつ次の 1又は 2のいずれか

に該当する者

1．学校教育法第 83 条に定める大学を卒業した者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに卒業見込みの者

2．学校教育法施行規則第 155 条第 1項の規定により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められ

る者で、次の（1）から（9）までのいずれかに該当する者

（1）独立行政法人大学改革支援・学位授与機構により学士の学位を授与された者又は令和 9（2027）年 3

月 31 日までに授与される見込みの者

（2）外国において、学校教育における 16 年の課程を修了した者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに修

了見込みの者

（3）外国の学校が行う通信教育における授業科目を日本国内において履修することにより当該外国の学校

教育における 16 年の課程を修了した者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに修了見込みの者

（4）日本国内において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 16 年の課程を修

了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた

教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者又は令和 9（2027）年

3月 31 日までに修了見込みの者

（5）外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該外国の政府又は

関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるものとして文部科学大臣が別に

指定するものに限る。）において、修業年限が 3年以上である課程を修了すること（当該外国の学校

が行う通信教育における授業科目を日本国内において履修することにより当該課程を修了すること及

び当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって（4）の指定を受けたものにお

いて課程を修了することを含む。）により、学士の学位に相当する学位を授与された者又は令和9（2027）

博士前期課程

※募集要項（研究科共通）を必ずご確認ください。
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年 3月 31 日までに授与される見込みの者

（6）専修学校の専門課程（修業年限が 4年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たすも

のに限る。）又は専攻科（特定専門課程との通算で修業年限が 4年以上であることその他の文部科学

大臣が定める基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定め

る日以後に修了した者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに修了見込みの者

（7）文部科学大臣の指定した者（昭和 28 年文部省告示第 5号）

（8）学校教育法第 102 条第 2項の規定により大学院に入学した者であって、本研究科において、大学院に

おける教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの

（9）本研究科において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた

者で、入学時に 22 歳に達するもの

※最終学歴が中国の大学の専科（3年制）の場合には、出願資格がありません。ただし、専科を卒業後に本科

を卒業して 16 年の学校教育を修了した場合は、出願を認めます。

　上記出願資格 2（3）、（5）、（8）又は（9）で出願しようとする者については、あらかじめ出願

資格の認定審査を行いますので、出願資格照会期間内に本学アドミッションセンターに入学志願

票と研究計画書のコピーを提出してください。

4 合否判定の方法及び基準
1．入学者の選考は、学力試験の代替である「ERE　ミクロ・マクロ」の成績、面接試験、出身校の学業成績

及び提出書類により総合的に合否判定を行います。

2．試験の成績によっては、募集人員に達しない場合でも入学を許可しないことがあります。

5 出 願 手 続

　【重要・要確認】

　出願期間前に、希望する指導教員に連絡を取り、研究・指導体制の確認を終えるようにしてください。

　（教員の退職・異動・長期研修等の理由により、指導できない場合があります。）

　志願者は、次の（1）から（13）の書類を一括して、出願期間内に本学アドミッションセンターに提出してください。

窓口提出の場合は、出願期間の窓口受付時間内に本学アドミッションセンター窓口までお持ちください。郵送の

場合は、封筒に「経済学研究科出願書類」と朱書し、本学アドミッションセンター（〒 171-8588　東京都豊

島区目白 1− 5− 1）宛に簡易書留（かつ速達扱い）で送付してください（締切日必着）。海外から郵送する

場合は、EMS等の国際郵便を利用し、出願期間最終日までに必着となるよう余裕をもって郵送してください。

　一度提出した書類は原則として返還しません。

ただし、本学の卒業者及び卒業見込者は、（3）、（5）の書類を必要としません。

　（1）入学志願票（本学所定の用紙）（本学の卒業者は演習名を志願票に記入してください）

　・入学志願票に記入する指導教員については、「大学院案内」を参照してください。

　・「研究者養成コース」と「専修コース」の希望を記入してください。第 2志望がある場合はそれも記入し

てください。「研究者養成コース」と「専修コース」については、併せて掲載している資料を参照してく

ださい。

　（2）写真票（本学所定の用紙）
　（3）成績証明書（学部）（※ 1）
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　（4）ERE「EREミクロ・マクロ」成績証明書（2024 年度以降実施の試験に限る）（※ 2）
　（5）卒業証明書又は卒業見込証明書（学部）（※ 1）
　（6）英語の能力を示す書類として、TOEFL iBT® の Official Score Reports、TOEIC® L & R 若しくは

TOEIC® S & W の OFFICIAL SCORE CERTIFICATE、IELTS（AcademicModule のみ）の Test
Report Form、英検（英検S-CBT、英検 S-Interview を含む）の合格証明書、英検CSEスコア証明書
又は国連英検の合格証明書のうち、いずれか1点（コピー可）。有効期限は出願日よりさかのぼって2年。
TOEFL iBT®、TOEIC®、IELTS、英検の成績証明書等の注意事項については、「募集要項（大学院共
通）」5～ 6頁をご確認ください。

　（7）研究計画書（A4用紙にワープロで 1,000 字以内）
　（8）外国籍の者は、①在留カード（表面のみ）又は②パスポートのいずれかのコピー
　（9）外国において、学校教育における 16 年の課程を修了した者は、学位証明書（※ 1）
　（10）入学検定料振込金受取書（提出用）
　（11）写真 1枚（縦 4cm ×横 3cm、3か月以内に撮影したもので、アプリ等で画像（顔等）を加工しておらず、

受験時に本人と確認できるもの。裏面に氏名を明記し、写真票に貼付してください）
　（12）日本以外の外国にある大学を卒業した（又は卒業見込みの）外国籍の者は、日本語の能力を示す書類

として、日本語能力試験（JLPT）の N1合格の「合否結果通知書」、若しくは「日本語能力試験認定
結果及び成績に関する証明書」、又は日本留学試験（EJU）の日本語の成績の聴解・聴読解と読解の
2 科目の合計点が 280 点以上（記述の点数は含まない）の「成績確認書（EJU オンラインのマイペー
ジより印刷したもの）」のうち、いずれか 1点（コピー可）。有効期限は出願日よりさかのぼって 2年。

　（13）外国送金依頼書本人控のコピー（日本国外の銀行から外国送金した場合）
　※ 1　証明書が和文又は英文以外の場合は、和訳又は英訳し、翻訳された内容が原本と相違ないことの証明

を大使館等で受けて提出してください（原本も必ず提出してください）。
　　…… 提出書類記載の氏名が婚姻等により現在の氏名と異なる場合は、同一人物であることを証明する公的

書類（戸籍抄本等）を添付してください。
　※ 2　EREミクロ・マクロ（CBT方式）の成績証明書については、当該試験当日に試験会場にて発行され

る実施結果は受理できません。別途、申請の上発行される成績証明書を提出してください。また、「ERE
ミクロ・マクロ　ベーシック」の成績証明書は提出不可となります。

6 学力検査等の内容

面接試験

14：30 ～

経済学及び研究計画に関する口述試験とします（ミクロ経済学及びマク

ロ経済学に関する基礎知識の試問を行うことがあります）。
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経営学研究科［一般入試（A 日程・B 日程）］

1 募 集 人 員
経営学研究科　経営学専攻　　一般入試（A日程）約 10 名

　　　　　　　　　　　　　　一般入試（B日程）若干名

2試 験 日 程
入 試 区 分 一般入試（A日程） 一般入試（B日程）

出 願 資 格 照 会 期 間 令和8（2026）年 7月 6日（月）
～ 7月 8日（水）

令和8（2026）年11月17日（火）
～11月20日（金）

入学検定料振込期間 7 月 7 日（火）
～ 7月16日（木）

11月19日（木）
～11月30日（月）

出 願 期 間 7 月14日（火）
～ 7月16日（木）

11月26日（木）
～11月30日（月）

第 １ 次 選 考 日 書類審査 書類審査
合格発表日（第１次選考） 8 月21日（金） 令和9（2027）年 1月22日（金）
最 終 選 考 日 9 月 1 日（火） 2月25日（木）
合格発表日（最終選考） 9 月 4 日（金） 3月 2日（火）
入 学 手 続 締 切 日 10月 2 日（金） 3月 9日（火）
延 納 分 納 入 締 切 日 令和9（2027）年 2月25日（木） −

3 出 願 資 格
1．学校教育法第 83 条に定める大学を卒業した者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに卒業見込みの者

2．学校教育法施行規則第 155 条第 1項の規定により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認められ

る者で、次の（1）から（9）までのいずれかに該当する者

（1）独立行政法人大学改革支援・学位授与機構により学士の学位を授与された者又は令和 9（2027）年 3

月 31 日までに授与される見込みの者

（2）外国において、学校教育における 16 年の課程を修了した者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに修

了見込みの者

（3）外国の学校が行う通信教育における授業科目を日本国内において履修することにより当該外国の学校

教育における 16 年の課程を修了した者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに修了見込みの者

（4）日本国内において、外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における 16 年の課程を修

了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた

教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者又は令和 9（2027）年

3月 31 日までに修了見込みの者

（5）外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について、当該外国の政府又は

関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるものとして文部科学大臣が別に

指定するものに限る。）において、修業年限が 3年以上である課程を修了すること（当該外国の学校

が行う通信教育における授業科目を日本国内において履修することにより当該課程を修了すること及

び当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって（4）の指定を受けたものにお

いて課程を修了することを含む。）により、学士の学位に相当する学位を授与された者又は令和9（2027）

年 3月 31 日までに授与される見込みの者

（6）専修学校の専門課程（修業年限が 4年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満たすも

のに限る。）又は専攻科（特定専門課程との通算で修業年限が 4年以上であることその他の文部科学

博士前期課程

※「募集要項（研究科共通）」を必ずご確認ください。
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大臣が定める基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定め

る日以後に修了した者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに修了見込みの者

（7）文部科学大臣の指定した者（昭和 28 年文部省告示第 5号）

（8）学校教育法第 102 条第 2項の規定により大学院に入学した者であって、本研究科において、大学院に

おける教育を受けるにふさわしい学力があると認めたもの

（9）本研究科において、個別の入学資格審査により、大学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた

者で、入学時に 22 歳に達するもの

※最終学歴が中国の大学の専科（3年制）の場合には、出願資格がありません。ただし、専科を卒業後に本科

を卒業して 16 年の学校教育を修了した場合は、出願を認めます。

　上記出願資格 2（3）、（5）、（8）又は（9）で出願しようとする者については、あらかじめ出願

資格の認定審査を行いますので、出願資格照会期間内に本学アドミッションセンターに入学志願

票と研究計画書のコピーを提出してください。

4 合否判定の方法及び基準
1．第 1次選考は出願書類に基づく選考、最終選考は筆記試験及び面接試験による選考により総合的に合否判

定を行います。

2．試験の成績によっては、募集人員に達しない場合でも入学を許可しないことがあります。

5 出 願 手 続
入学志願票に記入する指導教員については、退職等を理由に指導を担当できない場合があるため、経営学

研究科ホームページ（https://www.univ.gakushuin.ac.jp/g-man/examination/admissions/）にて確認してくだ

さい。

　志願者は、次の（1）から（11）の書類を一括して、出願期間内に本学アドミッションセンターに提出してく

ださい。窓口提出の場合は、出願期間の窓口受付時間内に本学アドミッションセンター窓口までお持ちください。

郵送の場合は、封筒に「経営学研究科出願書類」と朱書し、本学アドミッションセンター（〒 171-8588　東

京都豊島区目白 1− 5− 1）宛に簡易書留（かつ速達扱い）で送付してください（締切日必着）。海外から郵

送する場合は、EMS等の国際郵便を利用し、出願期間最終日までに必着となるよう余裕をもって郵送してく

ださい。

　一度提出した書類は原則として返還しません。

　ただし、本学の卒業者及び卒業見込者は、（3）、（5）の書類を必要としません。

　（1）入学志願票（本学所定の用紙）（本学の卒業者及び卒業見込者は学部で履修した演習名を志願票に記入

してください）

　（2）写真票（本学所定の用紙）

　（3）成績証明書（学部）（※ 1）

　（4）研究計画書（大学院において研究したいテーマについて 2,000 字以内、原則として日本語ワープロ使

用、コピー可）

　（5）卒業証明書又は卒業見込証明書（学部）（※ 1）

　（6）外部の英語資格・検定試験の成績を証明する書類（原本）（※ 2）

　（7）外国籍の者は、①在留カード（表面のみ）又は②パスポートのいずれかのコピー

　（8）外国において、学校教育における 16 年の課程を修了した者は、学位証明書……（※ 1）
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　（9）入学検定料振込金受取書（提出用）

　（10）写真 1枚（縦 4cm ×横 3cm、3か月以内に撮影したもので、アプリ等で画像（顔等）を加工しておらず、

受験時に本人と確認できるもの。裏面に氏名を明記し、写真票に貼付してください）

　（11）外国送金依頼書本人控のコピー（日本国外の銀行から外国送金した場合）

　※ 1……証明書が和文又は英文以外の場合は、和訳又は英訳し、翻訳された内容が原本と相違ないことの証明

を大使館等で受けて提出してください（原本も必ず提出してください）。

　　 提出書類記載の氏名が婚姻等により現在の氏名と異なる場合は、同一人物であることを証明する公的

書類（戸籍抄本等）を添付してください。

　※ 2……英語資格・検定試験の成績証明書として必要な書類は「募集要項（研究科共通）」5～ 6 頁に記載の

とおりです。いずれか 1 つを提出してください。また、出願時には、4 技能（Listening, Reading,

Speaking, Writing）の成績提出が必要です。TOEIC® に関しても、TOEIC®S&W だけでなく、

TOEIC®L&Rの成績証明書の提出も必要です。

6 学力検査等の内容
【第 1次選考】

書類選考 出願書類に基づく選考

【最終選考】　※第 1次選考合格者のみ受験可能

筆
記
試
験

外国語
9：00 ～ 9：45

英語（辞書持込可。なお、経済英和辞典や電子辞書も可能。）

専門科目
10：00 ～ 11：30

出願時にマーケティング、会計学、経営科学（※ 1）、経営学（経営組織・管理系）、
経営学（企業戦略・企業経済学系）、経営史の 6科目のうち 1科目を選択してくだ
さい。

面接試験
13：30 ～

専門科目その他について

　　※ 1……受験時に小型定規と電卓の持ち込みを可とします。ただし、通信機能やプログラム機能をもつ電卓、
関数電卓の持ち込みは認めません。



一般入学試験
【博士後期課程】
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法学研究科［一般入試］

1 募 集 人 員
法学研究科　法律学専攻　　3名

2 試 験 日 程

出願資格照会期間 令和8（2026）年11月 3日（火）～11月 5日（木）
入学検定料振込期間 11月11日（水）～11月24日（火）
出 願 期 間 11月18日（水）～11月24日（火）
試 験 日 令和9（2027）年 2月16日（火）
合 格 発 表 日 … … … … … … … … 　 3 月 1日（月）
入 学 手 続 締 切 日 … … … … … … … … 　 3 月 8日（月）

3 出 願 資 格
1．修士の学位若しくは法務博士（専門職）の学位を有する者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに授与さ

れる見込みのある者

2．学校教育法施行規則第 156 条の規定により、修士の学位又は法務博士（専門職）の学位を有する者と同等

以上の学力があると認められる者で、次の（1）～（7）のいずれかに該当する者

　（1）外国において、修士の学位若しくは法務博士（専門職）の学位に相当する学位を授与された者又は

令和 9（2027）年 3月 31 日までに授与される見込みのある者

　（2）外国の学校が行う通信教育における授業科目を日本国内において履修し、修士の学位若しくは法務博

士（専門職）の学位に相当する学位を授与された者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに授与される

見込みのある者

　（3）日本国内において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付

けられた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し、修士の学位若し

くは法務博士（専門職）の学位に相当する学位を授与された者又は令和 9（2027）年 3月 31 日までに

授与される見込みのある者

　（4）国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者又は令和 9（2027）年 3月

31 日までに授与される見込みのある者

　（5）外国の学校、（3）の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を履修し、大学院設置基準第

16 条の 2に規定する試験及び審査に相当するものに合格し、修士の学位を有する者と同等以上の学力

があると認められた者

　（6）文部科学大臣の指定した者（平成元年文部省告示第 118 号）

　（7）本研究科において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は法務博士（専門職）の学位に相当す

る学位を有する者と同等以上の学力があると認めた者で、入学時に 24 歳に達するもの

　上記出願資格 2（2）、（4）、（5）又は（7）の資格で出願しようとする者については、あらかじ

め出願資格の認定審査を行いますので、出願資格照会期間内に本学アドミッションセンターに入

学志願票と研究計画書のコピーを提出してください。

博士後期課程

※「募集要項（研究科共通）」を必ずご確認ください。
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4 合否判定の方法及び基準
1．入学者の選考は、筆記試験、面接試験及び提出された書類の審査により総合的に合否判定を行います。

2．試験の成績によっては、募集人員に達しない場合でも入学を許可しないことがあります。

5 出 願 手 続

【重要・要確認】

遅くとも出願資格照会期間（上記2試験日程参照）終了までに、法学研究科（E-mail: law-gs@

gakushuin.ac.jp）に連絡を取り、希望する指導教員を伝え、研究・指導体制の確認を行ってくだ

さい。

　（教員の退職・異動・長期研修等の理由により、指導できない場合があります。）

　志願者は、次の（1）から（10）の書類を一括して、出願期間内に本学アドミッションセンターに提出してく

ださい。窓口提出の場合は、出願期間の窓口受付時間内に本学アドミッションセンター窓口までお持ちくだ

さい。郵送の場合は、封筒に「法学研究科出願書類」と朱書し、本学アドミッションセンター（〒 171-8588　

東京都豊島区目白 1− 5− 1）宛に簡易書留（かつ速達扱い）で送付してください（締切日必着）。海外から

郵送する場合は、EMS等の国際郵便を利用し、出願期間最終日までに必着となるよう余裕をもって郵送して

ください。

　一度提出した書類は原則として返還しません。

　ただし、本研究科博士前期課程修了者は、（3）、（4）、（6）の書類を必要としません。

　（1）入学志願票（本学所定の用紙）

　　入学志願票に記入する指導教員については、「大学院案内」を参照してください。

　（2）写真票（本学所定の用紙）

　（3）修士の学位論文（又はその写し）及びその概要（4000 字以内）各 1部。ただし、法務博士（専門職）

の学位を有する者、3出願資格 1. に定める期日までに法務博士（専門職）の学位を授与される見込み

のある者及び3出願資格 2. により出願する者については、専攻科目についての論文及びその概要（800

字以内）各 1部

　（4）成績証明書（学部・大学院）各 1通……※

　（5）研究計画書（A4用紙に 1000 字程度、ワープロ使用可）

　（6）修了証明書又は修了見込証明書……※

　（7）外国籍の者は、①在留カード（表面のみ）又は②パスポートのいずれかのコピー

　（8）入学検定料振込金受取書（提出用）

　（9）写真 1枚（縦 4cm ×横 3cm、3か月以内に撮影したもので、アプリ等で画像（顔等）を加工しておらず、

受験時に本人と確認できるもの。裏面に氏名を明記し、写真票に貼付してください）

　（10）外国送金依頼書本人控のコピー（日本国外の銀行から外国送金した場合）

　※証明書が和文又は英文以外の場合は、和訳又は英訳し、翻訳された内容が原本と相違ないことの証明を

大使館等で受けて提出してください（原本も必ず提出してください）。

　　提出書類記載の氏名が婚姻等により現在の氏名と異なる場合は、同一人物であることを証明する公的書

類（戸籍抄本等）を添付してください。
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6 学力検査等の内容

筆

記

試

験

専攻科目試験

9：00 ～ 10：40

イ．憲法、国際法、行政法、民法、商法、刑法、刑事訴訟法、民事訴訟法、租税法、
労働法、知的財産法、経済法、国際私法、英米法、法哲学のうち、本研究科
において専攻しようとする科目（専攻科目）を 1科目選択して受験してくだ
さい。

ロ．六法の使用を認める試験科目については、本学備付の六法を貸与します。

語学試験

10：50 ～ 12：30

イ．英語、ドイツ語、フランス語のうち、あらかじめ届け出た 1か国語を受験し
てください。

　　※外国人受験者については、日本語で受験できる場合があります（希望する
場合はアドミッションセンターに出願前にお問い合わせください）。

ロ．辞書は、外国語の辞典を各自が持参してください。（電子辞書の使用は不可。
紙媒体の辞書のみ使用可能）

面接試験

13：30 ～

（1）学位論文等に関する質疑
（2）専攻科目その他に関する質疑
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政治学研究科［一般入試］

1 募 集 人 員
政治学研究科 政治学専攻……3 名

2 試 験 日 程

出 願 資 格 照 会 期 間 令和8（2026）年11月16日（月）～11月20日（金）
入学検定料振込期間 11月19日（木）～11月30日（月）
出 願 期 間 11月26日（木）～11月30日（月）
第 １ 次 選 考 日 令和9（2027）年 2月16日（火）
合格発表日（第１次選考） 2 月19日（金）
最 終 選 考 日 2 月24日（水）
合格発表日（最終選考） 3 月 1 日（月）
入 学 手 続 締 切 日 3 月 8 日（月）

3 出 願 資 格
1．修士の学位若しくは専門職学位を有する者又は令和9（2027）年 3月31日までに授与される見込みのある者

2．学校教育法施行規則第 156 条の規定により、修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上の学力があ

ると認められる者で、次の（1）～（7）のいずれかに該当する者

（1）外国において、修士の学位若しくは専門職学位に相当する学位を授与された者又は令和 9（2027）年

3月 31 日までに授与される見込みのある者

（2）外国の学校が行う通信教育における授業科目を日本国内において履修し、修士の学位若しくは専門職学

位に相当する学位を授与された者又は令和 9（2027）年 3月 31日までに授与される見込みのある者

（3）日本国内において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付け

られた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し、修士の学位若しくは

専門職学位に相当する学位を授与された者又は令和 9（2027）年 3月 31日までに授与される見込みの

ある者

（4）国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者又は令和 9（2027）年 3月

31 日までに授与される見込みのある者

（5）外国の学校、（3）の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を履修し、大学院設置基準第

16 条の 2に規定する試験及び審査に相当するものに合格し、修士の学位を有する者と同等以上の学力

があると認められた者

（6）文部科学大臣の指定した者（平成元年文部省告示第 118 号）

（7）本研究科において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上の

学力があると認めた者で、入学時に 24 歳に達するもの

　上記出願資格 2（2）、（4）、（5）又は（7）の資格で出願しようとする者については、あらかじ

め出願資格の認定審査を行いますので、出願資格照会期間内に本学アドミッションセンターに下

記の書類を提出してください。

①入学志願票のコピー又は履歴書（市販の用紙で可）

②最終卒業校（学部・大学院）の成績証明書

③志望理由書（2,000 字以内）

④その他学力を証明する書類（任意）

博士後期課程

※「募集要項（研究科共通）」の注意事項を必ずご確認ください。
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4 合否判定の方法及び基準
1．入学者の選考は、以下のとおり行います。

第 1次選考は、筆記試験により合否判定を行います。

最終選考は、提出書類、面接試験及び提出修士論文審査によって総合的に合否判定を行います。

2．試験の成績によっては、募集人員に達しない場合でも入学を許可しないことがあります。

5 出 願 手 続

　【重要・要確認】

出願期間前に、法学部共同研究室（E-mail : law-off@gakushuin.ac.jp）を通して希望する指導教員

に連絡を取り、研究指導体制を確認するようにしてください。

　（教員の退職・異動・長期研修等の理由により、指導できない場合があります。）

　志願者は、次の（1）から（10）の書類を一括して、出願期間内に本学アドミッションセンターに提出してく

ださい。窓口提出の場合は、出願期間の窓口受付時間内に本学アドミッションセンター窓口までお持ちください。

郵送の場合は、封筒に「政治学研究科出願書類」と朱書し、本学アドミッションセンター（〒 171-8588　東

京都豊島区目白1−5−1）宛に簡易書留（かつ速達扱い）で送付してください（締切日必着）。海外から郵送す

る場合は、EMS等の国際郵便を利用し、出願期間最終日までに必着となるよう余裕をもって郵送してください。

　一度提出した書類は原則として返還しません。

　ただし、本学大学院政治学研究科博士前期課程の修了者及び修了見込者は、（3）、（4）、（6）の書類を必要

としません。

　（1）入学志願票（本学所定の用紙）

　　入学志願票に記入する指導教員については、「大学院案内」を参照してください。

　（2）写真票（本学所定の用紙）

　（3）成績証明書（学部・大学院）各 1通……※

　（4）修士の学位論文（又はその写し）1部

　　　学位取得後に発表した学術論文（又はその写し）を学位論文と併せて提出することもできます。学

　　　位論文は面接試験終了後希望があれば返却します。

　（5）研究計画書（400 字詰原稿用紙 10 枚以内又はA4用紙にワープロで 4,000 字以内）

　　　大学院において研究しようとするテーマについて研究の目的・意義・方法・計画について論述する。

　（6）修了証明書又は修了見込証明書……※

　（7）外国籍の者は、①在留カード（表面のみ）又は②パスポートのいずれかのコピー

　（8）入学検定料振込金受取書（提出用）

　（9）写真 1枚（縦 4cm ×横 3cm、3か月以内に撮影したもので、アプリ等で画像（顔等）を加工しておらず、

受験時に本人と確認できるもの。裏面に氏名を明記し、写真票に貼付してください）

　（10）外国送金依頼書本人控のコピー（日本国外の銀行から外国送金した場合）

　※証明書が和文又は英文以外の場合は、和訳又は英訳し、翻訳された内容が原本と相違ないことの証明を

大使館等で受けて提出してください（原本も必ず提出してください）。

　　提出書類記載の氏名が婚姻等により現在の氏名と異なる場合は、同一人物であることを証明する公的書

類（戸籍抄本等）を添付してください。
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6 学力検査等の内容
【第 1次選考】

筆

記

試

験

語学試験

10：00 ～ 11：30
英語、ドイツ語、中国語のうち、あらかじめ届け出たいずれか 1か国語を選択する。

学科試験

12：30 ～ 14：00

政治学、社会学、行政学、公共政策論、日本政治外交史、日本政治思想史、公共

哲学、社会心理学、国際政治、アメリカ政治、ヨーロッパ政治史、中国政治のうち、

本研究科において専攻を希望する 1 科目を選択する。

【最終選考】

面接試験
学力試験合格者のみを対象とする。

※面接試験の詳細については学力試験合格発表の際に通知する
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経済学研究科［一般入試］

1 募 集 人 員
経済学研究科　経済学専攻　　3名

2 試 験 日 程

出願資格照会期間 令和8（2026）年11月17日（火）～11月20日（金）
入学検定料振込期間 11月19日（木）～11月30日（月）
出 願 期 間 11月26日（木）～11月30日（月）
試 験 日 令和9（2027）年 2月16日（火）
合 格 発 表 日 2 月24日（水）
入 学 手 続 締 切 日 3 月 5 日（金）

3 出 願 資 格
1．修士の学位若しくは専門職学位を有する者又は令和9（2027）年 3月31日までに授与される見込みのある者

2．学校教育法施行規則第 156 条の規定により、修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上の学力があ

ると認められる者で、次の（1）～（7）のいずれかに該当する者

（1）外国において、修士の学位若しくは専門職学位に相当する学位を授与された者又は令和 9（2027）年

3月 31 日までに授与される見込みのある者

（2）外国の学校が行う通信教育における授業科目を日本国内において履修し、修士の学位若しくは専門職学

位に相当する学位を授与された者又は令和 9（2027）年 3月 31日までに授与される見込みのある者

（3）日本国内において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付け

られた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し、修士の学位若しくは

専門職学位に相当する学位を授与された者又は令和 9（2027）年 3月 31日までに授与される見込みの

ある者

（4）国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者又は令和 9（2027）年 3月

31 日までに学位を授与される見込みのある者

（5）外国の学校、（3）の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を履修し、大学院設置基準第

16 条の 2に規定する試験及び審査に相当するものに合格し、修士の学位を有する者と同等以上の学力

があると認められた者

（6）文部科学大臣の指定した者（平成元年文部省告示第 118 号）

（7）本研究科において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上の

学力があると認めた者で、入学時に 24 歳に達するもの

　上記出願資格 2（2）、（4）、（5）又は（7）で出願しようとする者については、あらかじめ出願

資格の認定審査を行いますので、出願資格照会期間内に本学アドミッションセンターに入学志願

票と研究計画書のコピーを提出してください。

博士後期課程

※「募集要項（研究科共通）」を必ずご確認ください。
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4 合否判定の方法及び基準
1．入学者の選考は、提出書類、学力試験である筆記試験、面接試験及び提出修士論文、専門職学位論文又は

それに相当する学術論文と研究計画書の審査により総合的に合否判定を行います。

2．試験の成績によっては、募集人員に達しない場合でも入学を許可しないことがあります。

5 出 願 手 続

　【重要・要確認】

　出願期間前に、希望する指導教員に連絡を取り、研究・指導体制の確認を終えるようにしてください。

　（教員の退職・異動・長期研修等の理由により、指導できない場合があります。）

　志願者は、次の（1）から（10）の書類を一括して、出願期間内に本学アドミッションセンターに提出してく

ださい。窓口提出の場合は、出願期間の窓口受付時間内に本学アドミッションセンター窓口までお持ちください。

郵送の場合は、封筒に「経済学研究科出願書類」と朱書し、本学アドミッションセンター（〒 171-8588　東

京都豊島区目白 1− 5− 1）宛に簡易書留（かつ速達扱い）で送付してください（締切日必着）。海外から郵

送する場合は、EMS等の国際郵便を利用し、出願期間最終日までに必着となるよう余裕をもって郵送してく

ださい。

　一度提出した書類は原則として返還しません。

　ただし、本研究科博士前期課程の修了者及び修了見込者は、（3）、（4）、（6）の書類を必要としません。

　（1）入学志願票（本学所定の用紙）

　　入学志願票に記入する指導教員については、「大学院案内」を参照してください。

　（2）写真票（本学所定の用紙）

　（3）成績証明書（学部・大学院）各 1通……※
　（4）修士の学位論文、専門職学位論文又はそれに相当する学術論文の写し及びその概要（400 字詰原稿用

紙 10 枚以内）各 1部
　　　なお、学位論文と学術論文の写しを併せて提出することもできます。提出された論文は、返却いたし

ません。
　（5）研究計画書（大学院において研究しようとするテーマについて、研究の目的・方法・計画について論述。

A4用紙にワープロで 1,000 字以内）
　（6）修了証明書又は修了見込証明書……※
　（7）外国籍の者は、①在留カード（表面のみ）又は②パスポートのいずれかのコピー
　（8）入学検定料振込金受取書（提出用）
　（9）写真 1枚（縦 4cm ×横 3cm、3か月以内に撮影したもので、アプリ等で画像（顔等）を加工しておらず、

受験時に本人と確認できるもの。裏面に氏名を明記し、写真票に貼付してください。）
　（10）外国送金依頼書本人控のコピー（日本国外の銀行から外国送金した場合）
　※証明書が和文又は英文以外の場合は、和訳又は英訳し、翻訳された内容が原本と相違ないことの証明を

大使館等で受けて提出してください（原本も必ず提出してください）。
　　提出書類記載の氏名が婚姻等により現在の氏名と異なる場合は、同一人物であることを証明する公的書

類（戸籍抄本等）を添付してください。

6 学力検査等の内容
筆記試験　12：40 ～ 13：40　英語（辞書を貸与）
面接試験　14：30 ～
　　※本学の博士前期課程を修了し博士後期課程に進学を希望する者の学力試験に関しては、別に定める内

規による。
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経営学研究科［一般入試］

1 募 集 人 員
経営学研究科　経営学専攻　　3名

2 試 験 日 程

出願資格照会期間 令和8（2026）年11月17日（火）～11月20日（金）
入学検定料振込期間 11月19日（木）～11月30日（月）
出 願 期 間 11月26日（木）～11月30日（月）
試 験 日 令和9（2027）年 2月25日（木）
合 格 発 表 日 3 月 2 日（火）
入 学 手 続 締 切 日 3 月 9 日（火）

3 出 願 資 格
1．修士の学位若しくは専門職学位を有する者又は令和9（2027）年 3月31日までに授与される見込みのある者

2．学校教育法施行規則第 156 条の規定により、修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上の学力があ

ると認められる者で、次の（1）～（7）のいずれかに該当する者

（1）外国において、修士の学位若しくは専門職学位に相当する学位を授与された者又は令和 9（2027）年

3月 31 日までに授与される見込みのある者

（2）外国の学校が行う通信教育における授業科目を日本国内において履修し、修士の学位若しくは専門職学

位に相当する学位を授与された者又は令和 9（2027）年 3月 31日までに授与される見込みのある者

（3）日本国内において、外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位置付け

られた教育施設であって、文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し、修士の学位若しくは

専門職学位に相当する学位を授与された者又は令和 9（2027）年 3月 31日までに授与される見込みの

ある者

（4）国際連合大学の課程を修了し、修士の学位に相当する学位を授与された者又は令和 9（2027）年 3月

31 日までに学位を授与される見込みのある者

（5）外国の学校、（3）の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を履修し、大学院設置基準第

16 条の 2に規定する試験及び審査に相当するものに合格し、修士の学位を有する者と同等以上の学力

があると認められた者

（6）文部科学大臣の指定した者（平成元年文部省告示第 118 号）

（7）本研究科において、個別の入学資格審査により、修士の学位又は専門職学位を有する者と同等以上の

学力があると認めた者で、入学時に 24 歳に達するもの

※学習院大学大学院経営学研究科博士前期課程を修了又は修了見込みの者も、博士後期課程への入学を希望

する場合は、出願書類を新たに提出しなければなりません。

　上記出願資格 2（2）、（4）、（5）又は（7）で出願しようとする者については、あらかじめ出願

資格の認定審査を行いますので、出願資格照会期間内に本学アドミッションセンターに入学志願

票と研究計画書のコピーを提出してください。

博士後期課程

※「募集要項（研究科共通）」の注意事項を必ずご確認ください。
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4 合否判定の方法及び基準
1．入学者の選考は、提出書類、学力試験である筆記試験、面接試験及び提出修士論文、専門職学位論文又は

それに相当する学術論文審査により総合的に合否判定を行います。

2．試験の成績によっては、募集人員に達しない場合でも入学を許可しないことがあります。

5 出 願 手 続
入学志願票に記入する指導教員については、退職等を理由に指導を担当できない場合があるため、経営学研

究科ホームページ（https://www.univ.gakushuin.ac.jp/g-man/examination/admissions/）にて確認してください。

　志願者は、次の（1）から（10）の書類を一括して出願期間内に本学アドミッションセンターに提出してくだ

さい。窓口提出の場合は、出願期間の窓口受付時間内に本学アドミッションセンター窓口までお持ちください。

郵送の場合は、封筒に「経営学研究科出願書類」と朱書し、本学アドミッションセンター（〒 171-8588　東

京都豊島区目白 1− 5− 1）宛に簡易書留（かつ速達扱い）で送付してください（締切日必着）。海外から郵

送する場合は、EMS等の国際郵便を利用し、出願期間最終日までに必着となるよう余裕をもって郵送してく

ださい。

　一度提出した書類は原則として返還しません。

　ただし、本研究科博士前期課程の修了者及び修了見込者は、（3）、（4）、（6）の書類を必要としません。

　（1）入学志願票（本学所定の用紙）

　（2）写真票（本学所定の用紙）

　（3）成績証明書（学部と大学院）各 1通……※

　（4）修士の学位論文又はそれに相当する学術論文（又はその写し）及びその概要（日本語又は英語 4,000

字以内）各 1部

　　　なお、その他に発表した学術論文（又はその写し）を学位論文と併せて提出することもできます。

　　　学位論文は、面接試験終了後希望があれば返却いたします。

　　　大学院修士課程、博士前期課程又は専門職学位課程修了見込の者は、出願期間内に修士の学位論文又

はそれに相当する学術論文の概要のみを提出し、令和 9（2027）年 1月 31 日までに修士の学位論文又

はそれに相当する学術論文、ないしそのための原稿を提出することができます。

　（5）研究計画書（大学院において研究しようとするテーマについて、研究の目的・方法・計画について論述）

　（6）修了証明書又は修了見込証明書……※

　（7）外国籍の者は、①在留カード（表面のみ）又は②パスポートのいずれかのコピー

　（8）入学検定料振込金受取書（提出用）

　（9）写真 1枚（縦 4cm ×横 3cm、3か月以内に撮影したもので、アプリ等で画像（顔等）を加工しておらず、

受験時に本人と確認できるもの。裏面に氏名を明記し、写真票に貼付してください）

　（10）外国送金依頼書本人控のコピー（日本国外の銀行から外国送金した場合）

　※証明書が和文又は英文以外の場合は、和訳又は英訳し、翻訳された内容が原本と相違ないことの証明を

大使館等で受けて提出してください（原本も必ず提出してください）。

　　提出書類記載の氏名が婚姻等により現在の氏名と異なる場合は、同一人物であることを証明する公的書

類（戸籍抄本等）を添付してください。

6 学力検査等の内容
筆記試験　9：00 ～ 9：45　英語（辞書持込可。なお、経済英和辞典や電子辞書も可能。）

面接試験　13：30 ～



社会人入学試験
【博士前期課程】
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政治学研究科［社会人入試（A 日程・B 日程）］

1 募 集 人 員
政治学研究科　政治学専攻　　社会人入試（A日程）若干名

　　　　　　　　　　　　　　社会人入試（B日程）若干名

2 試 験 日 程
入 試 区 分 社会人入試（A日程） 社会人入試（B日程）

出 願 資 格 照 会 期 間 令和8（2026）年 6月30日（火）
～ 7月 2日（木）

令和8（2026）年11月16日（月）
～11月20日（金）

入学検定料振込期間 6 月30日（火）
～ 7月 9日（木）

11月19日（木）
～11月30日（月）

出 願 期 間 7 月 7 日（火）
～ 7月 9日（木）

11月26日（木）
～11月30日（月）

第 １ 次 選 考 日 書類審査 書類審査
合格発表日（第１次選考） 8 月21日（金） 令和9（2027）年 1月22日（金）
最 終 選 考 日 9 月16日（水） 2月16日（火）
合格発表日（最終選考） 9 月29日（火） 3月 1日（月）
入 学 手 続 締 切 日 10月13日（火） 3月 8日（月）
延 納 分 納 入 締 切 日 令和9（2027）年 2月26日（金） −

3 出 願 資 格
1．学校教育法第 83条に定める大学を卒業した後、2年以上経過し、かつ出願時に実務経験が 2年以上ある者

2．本研究科において、個別の入学資格審査により、上記出願資格 1の者と同等の学力があると認めた者で、

入学時に 22 歳に達する者

※最終学歴が中国の大学の専科（3年制）の場合には、出願資格がありません。ただし、専科を卒業後に本科

を卒業して 16 年の学校教育を修了した場合は、出願を認めます。

　上記出願資格について疑問がある場合は、あらかじめ出願資格の認定審査を行いますので、出

願資格照会期間内に本学アドミッションセンターに申し出てください。

4 合否判定の方法及び基準
1．入学者の選考は、第 1次選考の書類審査と、最終選考の筆記試験、面接試験により総合的に合否判定を行

います。

2．試験の成績によっては、募集人員に達しない場合でも入学を許可しないことがあります。

5 出 願 手 続

　【重要・要確認】

出願期間前に、法学部共同研究室（E-mail : law-off@gakushuin.ac.jp）を通して希望する指導教員

に連絡を取り、研究・指導体制を確認するようにしてください。

　（教員の退職・異動・長期研修等の理由により、指導できない場合があります。）

　志願者は、次の（1）から（13）の書類を一括して、出願期間内に本学アドミッションセンターに提出してください。

窓口提出の場合は、出願期間の窓口受付時間内に本学アドミッションセンター窓口までお持ちください。郵

博士前期課程

※「募集要項（研究科共通）」を必ずご確認ください。



– 33 –

送の場合は、封筒に「政治学研究科出願書類」と朱書し、本学アドミッションセンター（〒 171-8588　東京

都豊島区目白 1− 5− 1）宛に簡易書留（かつ速達扱い）で送付してください（締切日必着）。海外から郵送

する場合は、EMS等の国際郵便を利用し、出願期間最終日までに必着となるように余裕をもって郵送してく

ださい。

　一度提出した書類は原則として返還しません。

　ただし、本学の卒業者は、（5）、（6）の書類を必要としません。英語を母国語とする国の志願者は（7）の

書類について事前に本学アドミッションセンターへお問合せください。

（1）入学志願票（本学所定の用紙）

入学志願票に記入する希望コースについては、「大学院案内」を参照してください。

（2）写真票（本学所定の用紙）

（3）職務経歴書（日本語で 1,000 字以内・A4用紙を使用して書いてください。書式自由）

（4）研究計画書（日本語で 6,000 字以内・A4用紙を使用して書いてください。書式自由）

（5）成績証明書（学部）※

（6）卒業証明書（学部）※

（7）英語の能力を示す書類（原本）。有効期限は資格取得日が出願日よりさかのぼって 2年。

　　※対象となる検定試験は、TOEFL®iBT、IELTS、TOEIC®のみです。検定試験ごとに必要となる

成績証明書等は、「募集要項（研究科共通）」の 5～ 6頁にてご確認ください。

（8）外国籍の者は、①在留カード（表面のみ）又は②パスポートのいずれかのコピー

（9）外国籍の者は、日本語の能力を示す書類（原本）。有効期限は資格取得日が出願日よりさかのぼって2年。

ただし、日本の大学を日本語による教育課程で卒業した者は提出不要。

（10）外国において、学校教育における 16 年の課程を修了した者は、学位証明書　※

（11）入学検定料振込金受取書（提出用）

（12）写真 1枚（縦 4cm ×横 3cm、3か月以内に撮影したもので、アプリ等で画像（顔等）を加工しておらず、

受験時に本人と確認できるもの。裏面に氏名を明記し、写真票に貼付してください）

（13）外国送金依頼書本人控のコピー（日本国外の銀行から外国送金した場合）

※証明書が和文又は英文以外の場合は、和訳又は英訳し、翻訳された内容が原本と相違ないことの証明を

大使館等で受けて提出してください（原本も必ず提出してください）。

　提出書類記載の氏名が婚姻等により現在の氏名と異なる場合は、同一人物であることを証明する公的書

類（戸籍抄本等）を添付してください。
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6 学力検査等の内容
【第 1次選考】

書類選考 出願書類に基づく選考

【最終選考】　※第 1次選考合格者のみ受験可能

筆
記
試
験

総合問題
9：30 ～ 11：30

「英語」と「総合問題」の 2題が出題されます。いずれも解答してください。

面接試験
13：00 ～

20 分程度の面接試験を行います。
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経済学研究科［社会人入試（A 日程・B 日程）］

1 募 集 人 員
経済学研究科　経済学専攻　　社会人入試（A日程）若干名

　　　　　　　　　　　　　　社会人入試（B日程）若干名

2 試 験 日 程
入 試 区 分 社会人入試（A日程） 社会人入試（B日程）

出願資格照会期間
令和8（2026）年 7月 7日（火）

～ 7月 9日（木）
令和8（2026）年11月17日（火）

～11月20日（金）

入学検定料振込期間
7 月 7 日（火）

～ 7月16日（木）
11月19日（木）
～11月30日（月）

出 願 期 間
7 月14日（火）

～ 7月16日（木）
11月26日（木）
～11月30日（月）

試 験 日 9 月 2 日（水） 令和9（2027）年 2月16日（火）
合 格 発 表 日 9 月10日（木） 2月24日（水）
入 学 手 続 締 切 日 10月 2 日（金） 3月 5日（金）
延納分納入締切日 令和9（2027）年 2月26日（金） −

3 出 願 資 格
1．学校教育法第 83条に定める大学を卒業した後、2年以上経過し、かつ出願時に実務経験が 2年以上ある者

2．本研究科において、個別の入学資格審査により、上記出願資格 1の者と同等の学力があると認めた者で、

入学時に 22 歳に達するもの

※最終学歴が中国の大学の専科（3年制）の場合には、出願資格がありません。ただし、専科を卒業後に本科

を卒業して 16 年の学校教育を修了した場合は、出願を認めます。

　上記出願資格について疑問がある場合は、あらかじめ出願資格の認定審査を行いますので、出

願資格照会期間内に本学アドミッションセンターに申し出てください。

4 合否判定の方法及び基準
1．入学者の選考は、書類審査、筆記試験及び面接試験により総合的に合否判定を行います。

2．試験の成績によっては、募集人員に達しない場合でも入学を許可しないことがあります。

5 出 願 手 続

　【重要・要確認】

　出願期間前に、希望する指導教員に連絡を取り、研究・指導体制の確認を終えるようにしてください。

　（教員の退職・異動・長期研修等の理由により、指導できない場合があります。）

　志願者は、次の（1）から（9）の書類を一括して、出願期間内に本学アドミッションセンターに提出してく
ださい。窓口提出の場合は、出願期間の窓口受付時間内に本学アドミッションセンター窓口までお持ちください。
郵送の場合は、封筒に「経済学研究科出願書類」と朱書し、本学アドミッションセンター（〒 171-8588　東
京都豊島区目白 1− 5− 1）宛に簡易書留（かつ速達扱い）で送付してください（締切日必着）。海外から郵
送する場合は、EMS等の国際郵便を利用し、出願期間最終日までに必着となるよう余裕をもって郵送してく
ださい。

博士前期課程

※「募集要項（研究科共通）」を必ずご確認ください。
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　一度提出した書類は原則として返還しません。
　ただし、本学の卒業者は、（3）、（5）の書類を必要としません。
　（1）入学志願票（本学所定の用紙）（本学の卒業者は、演習名を志願票に記入してください）
　　◦入学志願票に記入する指導教員については、「大学院案内」を参照してください。
　　◦「社会人入試」の場合は、「専修コース」に所属となります。詳しくは、併せて掲載している資料を参

照してください。
　（2）写真票（本学所定の用紙）
　（3）成績証明書（学部）（※）
　（4）履歴書及び研究計画書（大学卒業後に経験した職務及び研究との関係について、詳しく記してください。

研究計画書はA4用紙にワープロで 1,000 字以内）
　（5）卒業証明書（学部）（※）
　（6）外国籍の者は、①在留カード（表面のみ）又は②パスポートのいずれかのコピー
　（7）入学検定料振込金受取書（提出用）
　（8）写真 1枚（縦 4cm ×横 3cm、3か月以内に撮影したもので、アプリ等で画像（顔等）を加工しておらず、

受験時に本人と確認できるもの。裏面に氏名を明記し、写真票に貼付してください）
　（9）外国送金依頼書本人控のコピー（日本国外の銀行から外国送金した場合）
　※証明書が和文又は英文以外の場合は、和訳又は英訳し、翻訳された内容が原本と相違ないことの証明を

大使館等で受けて提出してください（原本も必ず提出してください）。
　　提出書類記載の氏名が婚姻等により現在の氏名と異なる場合は、同一人物であることを証明する公的書

類（戸籍抄本等）を添付してください。

6 学力検査等の内容

筆
記
試
験

小論文
9：40 ～ 11：40

英　語
12：40 ～ 13：40 辞書を貸与します。

面接試験
14：30 ～ 受験科目及び研究計画に関する口述試験とします。
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経営学研究科［社会人入試（A 日程・B 日程）］

1 募 集 人 員
経営学研究科　経営学専攻　　社会人入試（A日程）若干名

　　　　　　　　　　　　　　社会人入試（B日程）若干名

2 試 験 日 程
入 試 区 分 社会人入試（A日程） 社会人入試（B日程）

出 願 資 格 照 会 期 間 令和8（2026）年 7月 6日（月）
～ 7月 8日（水）

令和8（2026）年11月17日（火）
～11月20日（金）

入学検定料振込期間 7 月 7 日（火）
～ 7月16日（木）

11月19日（木）
～11月30日（月）

出 願 期 間 7 月14日（火）
～ 7月16日（木）

11月26日（木）
～11月30日（月）

第 １ 次 選 考 日 書類審査 書類審査
合格発表日（第１次選考） 8 月21日（金） 令和9（2027）年 1月22日（金）
最 終 選 考 日 9 月 1 日（火） 2月25日（木）
合格発表日（最終選考） 9 月 4 日（金） 3月 2日（火）
入 学 手 続 締 切 日 10月 2 日（金） 3月 9日（火）
延 納 分 納 入 締 切 日 令和9（2027）年 2月25日（木） −

3 出 願 資 格
1．学校教育法第 83条に定める大学を卒業した後、2年以上経過し、かつ出願時に実務経験が 2年以上ある者

2．本研究科において、個別の入学資格審査により、上記出願資格 1の者と同等の学力があると認めた者で、

入学時に 22 歳に達するもの

※最終学歴が中国の大学の専科（3年制）の場合には、出願資格がありません。ただし、専科を卒業後に本科

を卒業して 16 年の学校教育を修了した場合は、出願を認めます。

　上記出願資格について疑問がある場合は、あらかじめ出願資格の認定審査を行いますので、出

願資格照会期間内に本学アドミッションセンターに申し出てください。

4 合否判定の方法及び基準
1．第 1次選考は出願書類に基づく選考、最終選考は筆記試験及び面接試験による選考により総合的に合否判

定を行います。

2．試験の成績によっては、募集人員に達しない場合でも入学を許可しないことがあります。

5 出 願 手 続
入学志願票に記入する指導教員については、退職等を理由に指導を担当できない場合があるため、経営学

研究科ホームページ（https://www.univ.gakushuin.ac.jp/g-man/examination/admissions/）にて確認してくだ

さい。

　志願者は、次の（1）から（11）の書類を一括して、出願期間内に本学アドミッションセンターに提出してく

ださい。窓口提出の場合は、出願期間の窓口受付時間内に本学アドミッションセンター窓口までお持ちください。

郵送の場合は、封筒に「経営学研究科出願書類」と朱書し、本学アドミッションセンター（〒 171-8588　東

京都豊島区目白 1− 5− 1）宛に簡易書留（かつ速達扱い）で送付してください（締切日必着）。海外から郵

送する場合は、EMS等の国際郵便を利用し、出願期間最終日までに必着となるよう余裕をもって郵送してく

ださい。
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　一度提出した書類は原則として返還しません。

　ただし、本学の卒業者は、（4）、（6）の書類を必要としません。

　（1）入学志願票（本学所定の用紙）

　（2）写真票（本学所定の用紙）

　（3）職務経歴書（1000 字以内、原則として日本語ワープロ使用、コピー可）

　（4）成績証明書（学部）（※１）

　（5）研究計画書（大学院において研究したいテーマについて 6,000 字以内、原則として日本語ワープロ使

用、コピー可）

　（6）卒業証明書（学部）（※１）

　（7）外部の英語資格・検定試験の成績を証明する書類（原本）（※ 2）

　（8）外国籍の者は、①在留カード（表面のみ）又は②パスポートのいずれかのコピー

　（9）入学検定料振込金受取書（提出用）

　（10）写真 1枚（縦 4cm ×横 3cm、3か月以内に撮影したもので、アプリ等で画像（顔等）を加工しておらず、

受験時に本人と確認できるもの。裏面に氏名を明記し、写真票に貼付してください）

　（11）外国送金依頼書本人控のコピー（日本国外の銀行から外国送金した場合）

　※ 1……証明書が和文又は英文以外の場合は、和訳又は英訳し、翻訳された内容が原本と相違ないことの証明

を大使館等で受けて提出してください（原本も必ず提出してください）。

　　　提出書類記載の氏名が婚姻等により現在の氏名と異なる場合は、同一人物であることを証明する公的

書類（戸籍抄本等）を添付してください。

　※ 2……英語資格・検定試験の成績証明書として必要な書類は「募集要項（研究科共通）」5～ 6 頁に記載の

とおりです。いずれか 1 つを提出してください。また、出願時には、4 技能（Listening, Reading,

Speaking, Writing）の成績提出が必要です。TOEIC® に関しても、TOEIC®S&W だけでなく、

TOEIC®L&Rの成績証明書の提出も必要です。

6 学力検査等の内容
【第 1次選考】

書類選考 出願書類に基づく選考

【最終選考】　※第１次選考合格者のみ受験可能

筆
記
試
験

外国語
9：00 ～ 9：45

英語（辞書持込可。なお、経済英和辞典や電子辞書も可能。）

専門科目
10：00 ～ 11：30

出願時にマーケティング、会計学、経営科学（※ 1）、経営学（経営組織・管理系）、
経営学（企業戦略・企業経済学系）、経営史の 6科目のうち 1科目を選択してくだ
さい。

面接試験
13：30 ～

専門科目その他について

　※ 1……受験時に小型定規と電卓の持ち込みを可とします。ただし、通信機能やプログラム機能をもつ電卓、
関数電卓の持ち込みは認めません。



令和 9（2027）年度

学習院大学大学院
法学・政治学・経済学・経営学研究科

募集要項
一般入試
■法学研究科 ■経済学研究科
　博士前期課程 　博士前期課程
　博士後期課程 　博士後期課程

■政治学研究科 ■経営学研究科
　博士前期課程 　博士前期課程
　博士後期課程 　博士後期課程

社会人入試
■政治学研究科 ■経営学研究科
　博士前期課程 　博士前期課程

■経済学研究科 
　博士前期課程 

学 習 院 大 学

※本冊子に関するお問合せは、下記宛にお願いいたします。

必ずお読みください

入試情報Webサイトに掲載している「募集要項（研究科共通）」もあわせて確認してください。
本要項の記載内容は変更となる場合があります。最新の情報は本学入試情報ホームページ
に掲載する「入試制度の変更点」にてお知らせしますので、必ず出願前（入学検定料納付前）
及び受験前にご確認ください。

学習院大学アドミッションセンター（西 5 号館 4 階）
　　　　　　　〒171-8588　東京都豊島区目白 1ー 5ー 1
　　　　　　　TEL　　（03）5992ー 1083・（03）5992ー 9226
　　　　　　　E-mail　adms-enq@gakushuin.ac.jp
窓口受付時間　平　日　9：00～11：30、13：00～16：30
　　　　　　　土曜日　9：00～12：00
　　　　　　　https://www.univ.gakushuin.ac.jp/admissions/

院法政済営 -A




